
Ⅶ．1．5．全国社会福祉協議会

社会福祉専門職制度についての意

見（46．5．13．）

〔全国社会福祉協議会会長より厚生大臣あて提出された民

間社会福祉事業の立場からの意見である。〕

Ⅰ　はじめに

この文書は，社会福祉専門職制度のあり方について，

その方向と考え方を示したものであり，法律の条文につ

いて考えたものではない。したがって用語もごく一般的

な意味で用いている。

Ⅱ　社会福祉専門職制度の必要性とその目的〔略〕

Ⅲ　社会福祉専門職制度の概要

1　専門職制度の適用範囲

専門職制度の適用範囲は，施設長，指導員，保母，

寮母など，対象者と人格的に接触する業務に従事する

職員をすべて含むこと。

2　制度のたて方

（1）現在，社会福祉施設，機関において，対象者と人

格的に接触する業務に従事する職員は大別して以下

の三種類がある。

ア　施設・機関の種類を問わず，対象者およびその

家族が社会的に機能することを援助し，また，そ

のような能力を高めることを主たる任務とするも

の。（例→児童福祉司，社会福祉主事，児童福祉

施設の児童指導員など）（この中間報告では以後

仮に，ア号社会福祉士という。）

イ　児童福祉施設において児童の保育に当ることを

主たる任務とするもの。（例→保母，教母）（この

報告書では以後仮に，イ号社会福祉士という。）

ウ　老人福祉施設および成人のための社会福祉施設

において，対象者の日常の世話を行なうことを主

たる任務とするもの。（例→養護老人ホームの寮

母。なお寮母という職名は現在，いろいろな施設

のいろいろな職種に使われており，その業務内容

は非常に異なっているので，専門職制度実施に当

っては，夫々に適切な，専門職らしい名称に変更

する必要がある。特に，特別養護老人ホームで

は，寮母という職種の中に，指導員的な役割を果

すものと，対象者との人格的接触の度合の少ない

介護的業務を主たる任務とするものとの両者が含

まれている。）（この報告書では以後仮に，ウ号社

会福祉士という。）

（2）上記三種の職務内容はかなり異なっており，また

養成制度も別々にする必要があるので，制度として

はこの三者を独立的に併立させることがのぞまし

い。

もし，それが困難な場合にも，基礎資格が4項に

のべるように異なるので，少くとも2つの制度を独

立的に併立させることが必要である。

（3）それぞれの職種に，一級・二級などの段階を設け

ることの是非についても検討したが，社会福祉関係

の業務は建築士などとちがって，必要とする知識・

技術を明確に基準化することが困難であり，また制
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度を煩雑にすると思われるので，とりあげないこと

にした。

（4）（1）にあげた三種の職種相互間では，比較的簡単な

研修もしくは試験によって，他の職種の資格を取得

し得る道を開いておくこと。（このことは関連分野

の専門職，たとえば教員や，近い将来制度化される

臨床心理専門職などの間についても同様であって，

これらの専門職の資格をもつ人が比較的簡単な方法

で，社会福祉専門職の資格を取得できるようにして

おくこと。）

3　名　称

名称については，社会福祉専門職全体の有機的な相

互関係を示すために，全体を通ずる身分制度の名称を

明確にし，その内部で，ア号，イ号，ウ号（仮名）を

区分すること，なお，この夫々に明確な名称（たと

えばイ号については，保育士という名称が考えられ

る。）を付することがのぞましい。

4　基礎資格

①　ア号社会福祉士（仮称）

4年制大学において，厚生大臣の定める社会福祉

に関する科目を履修して卒業したもの。

②　イ号社会福祉士（仮称）

短期大学もしくは厚生大臣の指定する養成機関に

おいて，厚生大臣の定める保育に関する科目を履修

して卒業したもの。（近い将来，3年制短大，ある

いは4年制大学卒を基礎資格とするよう考慮するこ

と。）

③　ウ号社会福祉士（仮称）

短期大学もしくは厚生大臣の指定する養成機関に

おいて，厚生大臣の定める成人および老人の施設収

容処置に関する科目を履修して卒業したもの。（近

い将来，3年制短大，あるいは4年制大学卒を基礎

資格とするよう考慮すること。）

5　資格取得の方法

原則として，規定の大学・短期大学，養成機関にお

いて，定められた科目を修めて卒業することにより取

得することとする。ただし，これに加え，規定の大学

・短期大学・養成機関を卒業していないもの，あるい

は履修科目の単位が不足するものに対しては，学歴，

類似業務の経験年数など一定の条件を付して，国家試

験もしくは都道府県試験に合格することによって取得

する道を開くこと。なお，経験年数と認定研修によっ

て資格を与える方法もあわせて考慮すること。

6　養成制度について

（1）社会福祉専門職員の養成を行なっている大学，短

期大学，養成機関に対しては，大幅な国庫補助の制

度を設けること。

（2）社会福祉専門職員になるため，大学．短期大学あ

るいは養成機関に在学しているもののために，特別

の奨学金制度を設けること。

（3）国立大学に社会福祉専門職員養成の学部あるいは

学科を設置すること。

7　現在すでに同種の仕事に従事している人の取り扱い

（1）制度発足の時，すでに同種の仕事についている人

で，法規に定める資格要件をみたさない人について

は，経過規定を設け，同じ内容の業務に従事した経

験年数によって資格を与えること。（経験年数の不

足するものは5項による試験もしくは認定研修をう

けねばならない。）

（2）過去における保母試験の合格者については，新制

度のイ号社会福祉士の資格を自動的に与えること。

（3）新制度発足の時，保母の資格をもたずに現業に従

事していたものは，（1）の経過規定は適用しない。

（これは従来の保母試験合格者との間の公平を失す

るからである。）

8　名称使用制限，雇用制限

各職種について，資格を持たないものが，その名称

を用いることを禁止すること。また，社会福祉事業の

経営者に対し，一定の経過期間後，専門職としての資

格のないものを，法規によって定められた職種につけ

ることを禁止する規定を設けること。

9　法制化の方法

三種の専門職種は，夫々独自の性格をもっているけ

れども，共通の基盤に立つものであり，また相互に協

力提携し，一体となって機能すべきものであるから，

この三種を包含する単独立法によって法制化すること

がのぞましい。

【参考】社会福祉専門職をもってあてるべき職種

〔行政関係〕

児　童　福　祉　司

身体障害者福祉司

精神薄弱者福祉司

老人福祉指導主事

福祉事務所の指導
監督を行なう職員

福祉事務所の現業員

ア号社会福祉士

同　上

同　上

同　上

同　上

同　上

（ただし，これには経過規定をおく）

〔児童福祉施設関係〕



施　設　長（註）　　ア号社会福祉士

ただし保育所はア号社会福祉士又はイ号社会

福祉士

児　童　指　導　員　　ア号社会福祉士

保　　　　　　母　　イ号社会福祉士

教　　　　　　母　　　　同　上

児　童　厚　生　員　　ア号社会福祉士

又は，イ号社会福祉士

母　子　寮　寮　母　　ア号社会福祉士

（ただし，この職種については，名称の変更

及び職務内容の改善が必要である。）

〔成人及び老人福祉施設〕

施　設　長（註）　　ア号社会福祉士

生　活　指　導　員　　　　同　上

寮　　　　　　母　（施設の種類及び期待さ

れる役割によって，名称及び職務内容を変更

することを前提として）ア号社会福祉士，又

は，ウ号社会福祉士

〔病　院〕

MSW，PSW　ア号社会福祉士

〔その他〕

社会福祉協議会

都道府県社会福祉
協議会の事務局長　ア号社会福祉士
及び専門指導職員

（註）施設長については，社会福祉専門職としての

基礎資格である，ア号社会福祉士としての要件

に加えて，特別の資格要件を定めることが必要

である。


